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離島在住高齢者の終末期ケアの意向を明らかにすることを目的として，都市部高齢者と比較
検討を行った。
対象は60歳以上の老人クラブ会員825名で，長崎県五島列島における２島嶼

しょ

部の福江島，宇
久島に在住する離島高齢者260名，広島市，宇部市の都市部在住高齢者565名であった。有効回
答である離島185名（71.2％），都市313名（55.4％）を分析対象とした。対象者には，終末期
の療養場所の希望，延命治療の意向，事前指示の認知と支持に関する自記式質問紙調査を行っ
た。
対象者の平均年齢は，離島高齢者71.9±5.7歳，都市高齢者75.4±5.4歳で，性別は男性が

52.4％，55.3％であった。終末期の療養場所の希望については，離島高齢者では在宅が73.1％
％と最も多く，次いで病院12.9％，高齢者施設11.1％，都市高齢者では在宅44.6％，病院30.0
％，ホスピス・緩和ケア病棟20.2％と有意な差を認めた。延命治療の意向については，両群で
「医師の判断に任す」が40.1～55.9％と最も多く，人工呼吸器，人工栄養では2群間で有意な
差を認め，離島高齢者では「希望しない」が都市高齢者より多かった。事前指示について，リ
ビング・ウイルの認知は離島高齢者で低かったが，リビング・ウイルについては共に70％以上
が支持しており，代理人指定については離島高齢者では78％と都市高齢者62.2％より有意に支
持率が高かった。
離島高齢者における終末期ケアの意向については，都市部高齢者と異なる傾向が認められ，

ホスピス・緩和ケアや事前指示に関する情報提供や，リビング・ウイルや代理人指定の支持の
高さから，患者・家族との話し合いにより離島在住高齢者の意思を尊重した医療が提供される
ことが望まれる。

終末期ケア，離島高齢者，延命治療，事前指示，リビング・ウイル，代理人指定

Ⅰ

超高齢社会はすなわち多死社会の到来ともい
われ，終末期ケアに対する関心が高まる一方で，
高齢者の終末期のあり方が問われている。高齢
者の終末期ケアの意思決定については，事前に
意向が示されていることが少なく1)，本人の希
望に沿ったケアを行うことに困難を生じること

が少なくない。「終末期医療の決定プロセスに
関するガイドライン」では，終末期医療および
ケアの在り方として，適切な情報と説明がなさ
れ，それに基づいて患者が医療従事者と話合い
を行い，患者本人による決定を基本としたうえ
で，終末期医療を進めることが最も重要な原則
であるとしている2)。
高齢者の終末期ケアに対する関心は高く，
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（単位 人，（ ）内％）

離島高齢者 都市高齢者
値

（ｎ＝185） （ｎ＝313）

年齢（歳）
性別
男性
女性

世帯構成
夫婦のみ
２・３世代
一人暮らし

職業
あり
なし

健康状態
大変良い
まあまあ良い
ふつう
やや悪い～大変悪い

かかりつけ医
あり
なし

注 ＊＊ ＜0.01
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「終末期医療に関する調査等検討会」報告書で
は，一般国民2,581人の80.1％が終末期医療に
関心があり，このうち「非常に関心がある」は，
20～40歳代の16.3％～22.4％に対して，50歳代
30.5％，60歳代29.1％，70歳以上30.3％であっ
た3)。また，末期状態（６カ月程度あるいはそ
れより短い期間）における療養場所については，
自宅療養をした後で必要になった場合には緩和
ケア病棟または医療機関に入院する48.3％，な
るべく早く緩和ケア病棟または医療機関に入院
する32.5％の一方，自宅で最期まで過ごしたい
人は10.5％と少なかった。痛みを伴う末期状態
の患者になった場合，心臓マッサージ等の心肺
蘇生措置は「やめたほうがよい」または「やめ
るべきである」と回答したものが70.1％であり，
単なる延命治療についても同様に74.0％が否定
的であった。リビング・ウイル（書面による生
前の意思表示）については「賛成する」と回答
したものは59.1％であり，書面にする必要はな
いが「患者の意思を尊重するという考え方には
賛成する」者を含めると84.3％が支持していた。
以上のように高齢者を対象とした終末期ケア

の意向に関する調査は報告されているが，医
療・介護サービスの社会資源が限られる島嶼

しょ

部
に在住する高齢者を対象とした終末期ケアに関

する報告は極めて少ない。近年，在宅緩和ケア
支援センターが設立されるなど対策が図られる
中，離島における高齢者の終末期ケアの意向を
明らかにすることは，終末期を含めた今後の在
宅ケアの在り方を検討する上でも有用と考えら
れる。そこで本研究では，離島在住高齢者およ
び都市部高齢者を対象に，終末期ケアの意向に
ついて比較検討を行った。長崎県は596の離島
を有し，全国第１位であり，そのうち有人離島
数は73である。五島列島は長崎県本土の西方，
約100㎞に位置し，大小150の島々が約150㎞に
わたって連なる列島である4)。そこで離島とし
て五島列島を対象とした。

Ⅱ

対象は60歳以上の老人クラブ会員825名で，
長崎県五島列島における２島嶼部の福江島，宇
久島に在住する離島高齢者260名，広島市，宇
部市の都市部在住高齢者565名であった。老人
クラブは地域の高齢者の健康づくりや社会参
加・生きがい対策の推進組織として位置づけら
れ，全国に804万７千人の会員を有し，長崎県
の会員数は13万４千人，広島県15万４千人，山

口県９万６千人である5)。対象の選定は，
老人クラブの各単位地区役員を通じて性別
による層化抽出法により男女同数に質問紙
の配布を依頼し，534名（64.7％）から回
答があり，このうち有効回答498名（60.4
％）を分析対象とした。質問紙は留置き調
査法により，離島高齢者260名に配布され，
回収数（率）は198名（76.2％），有効回答
数は185名（71.2％），都市高齢者565名に
配布され，回収数（率）は336名（59.5％），
有効回答数は313名（55.4％）であった。
長崎県福江島は五島列島最南端に位置し，
一般病床230床の総合病院を含む２病院を
有するが，最北端にある宇久島は内科・外
科・小児科・眼科を診療科とする入院17床
の診療所のみで，共に本土へは海路にて２
時間を要する距離にある。
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（単位 人，（ ）内％）

離島高齢患者 都市高齢者
値

（ｎ＝171） （ｎ＝307）

在宅
施設
今まで治療を
受けた病院
ホスピス・
緩和ケア病棟
高齢者施設

注 ＊＊ ＜0.01

（単位 人，（ ）内％）

離島高齢患者 都市高齢者 値

心肺蘇生法
希望する
医師の判断
家族の意向
希望しない

人工呼吸器
希望する
医師の判断
家族の意向
希望しない

人工栄養
希望する
医師の判断
家族の意向
希望しない

注 ＊ ＜0.05，＊＊ ＜0.01
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調査内容は先行研究を参考に6)7)，基本属性
として年齢，性別，世帯構成，職業の有無，健
康状態，かかりつけ医の有無，終末期ケアに関
する意向については終末期の療養場所の希望，
延命治療の意向，事前指示の認知および支持に
関する自記式質問紙調査を行った。調査時期は，
離島高齢患者2007年７～９月，一般高齢者2003
年６～７月であった。

分析方法は対象者間の比較を検討するため
検定，χ2 検定を行った。また，終末期の療養
場所の希望，延命治療の意向，リビング・ウイ
ルの支持について χ2 検定を行った。本研究は
研究者の所属機関における倫理委員会の承認を
得た上で実施した。

Ⅲ

対象者の平均年齢は，離島高齢者71.9±5.7
歳，都市高齢者75.4±5.4歳で都市高齢者が有
意に高かった。性別は男性が52.4％，55.3％で
あった。世帯構成では夫婦のみが両群とも多く，
離島高齢者では次いで一人暮らし21.2％であっ
た。職業を有する者は自営業も含めて離島高齢
者22.9％，都市高齢者16.6％，健康状態につい
ては，「大変よい」「まあまあ良い」が離島高齢
者26.3％，都市高齢者34.1％，「ふつう」が離
島高齢者50.3％，都市高齢者46.6％と両群で有
意な差はみられなかった。かかりつけ医は離島
高齢者87.5％，都市高齢者80.4％と「あり」と
する回答が80％以上に認められた。

終末期の療養場所の希望については，離島高
齢者では在宅が73.1％と最も多く，次いで病院
12.9％，高齢者施設11.1％，これに対して都市
高齢者では在宅44.6％，病院30.0％，ホスピ
ス・緩和ケア病棟20.2％と，在宅の希望につい
ては両群で有意な差を認めた 。

延命治療の意向に関して回復の見込みが難し
い状況における心肺蘇生法，人工呼吸器，人工
栄養については，両群で「医師の判断に任す」
が40.1～55.9％と最も多く，家族の判断に任す
とした回答を含めると，非自己決定群が過半数
であった。また，人工呼吸器（ ＝0.002），人
工栄養（ ＝0.013）では２群間で有意な差を認
め，離島高齢者では「希望しない」が43.1％，
33.5％と都市高齢者28.7％，26.5％より多い一
方で，延命治療を「希望する」ものは都市高齢
者が13.9％，14.1％と離島高齢者4.8％，5.9％
より多い傾向であった 。
事前指示については，リビング・ウイルの認
知，リビング・ウイルおよび代理人指定の是非
について質問を行った。リビング・ウイルの認
知では，離島高齢者では「よく知っている」
2.3％，「聞いたことはあるが，内容はよく知ら
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（単位 人，（ ）内％）

値

リビング・ウイルの認知
よく知っている
聞いたことはある
全く知らない
リビング・ウイルの支持
支持
非常にそう思う
まあそう思う

非支持
あまりそう思わない
全くそう思わない

代理人の支持
支持
非常にそう思う
まあそう思う

非支持
あまりそう思わない
全くそう思わない

注 ＊＊ ＜0.01

離島高齢患者 都市高齢者

第56巻第３号「厚生の指標」2009年３月

ない」33.1％，「全く知らない」64.6％
に対して，都市高齢者では10.8％，70.5
％，18.7％（同）であり，認知度につい
て両群で有意な差を認めた。また，国内
の先行研究を参考6)にリビング・ウイル
に関する質問として「交通事故や病気に
より，将来，自分のことを自分で判断で
きなくなった時のことを仮定して，あら
かじめあなたに行われる治療について希
望を示しておいた方がよいと思われます
か」との問いに「非常にそう思う」から
「全くそう思わない」の４件法で回答を
得た。その結果，離島高齢者76.7％，都
市高齢者72.9％と７割以上にリビング・
ウイルの支持がみられた。さらに，代理
人指定について「自分で意思表示ができ
なくなった時のために，決定を行う代理
人を指定しておくべきと思われますか」との問
いには，離島高齢者78.0％，都市高齢者62.2％
に支持がみられ，離島高齢者に有意に高い賛同
がみられた 。さらに，終末期ケアの意
向について，家族または医療従事者と話合いを
したことがあるのは離島高齢者13.9％，都市高
齢者16.5％であった。

Ⅳ

本研究は，離島高齢者の終末期ケアの意向に
ついて明らかにすることを目的として，都市部
高齢者と比較検討を行った。質問紙の回収率は
離島高齢者76.2％に対して，都市高齢者では
59.5％とやや低く，共に老人クラブ役員を通し
て配付回収を行ったものの都市部においては地
域交流が離島部に比較して少ないことなどが，
回収率の低さに影響しているものと推測された。
また，対象者の基本属性は年齢および世帯構成
において両群間で有意差を認めた項目があった
が，年齢については共に70歳代であり，前期高
齢者が多くを占めていたといえる。
終末期の療養場所については，対象とした離

島高齢者の主観的健康状態は比較的良好と回答
したものが多く，かかりつけ医も８割以上に

あったこと，一方で宇久島などでは医療機関が
限られ，本土への受診は容易ではないことなど
も，在宅を希望するものが顕著に多かった要因
と考えられた。ちなみに平成16年度の五島市全
体では69.2％が病院，自宅10.3％，老人ホー
ム・老人保健施設9.5％の死亡場所として報告
されている8)。このように離島においても五島
市・福江島のように病院がある地域では，都市
部ほどではないが病院が死亡場所として多い反
面，高齢者の意向に反して在宅死が少ないと
いった現状にあるといえる。また，終末期に在
宅療養を継続することが困難な要因として，家
族の負担，急変時の対応の不安，経済的な負担
などが指摘されており3)9)，本研究の都市高齢
者ではこれらの理由等により在宅を選ぶものが
少なかったのかもしれない。つまり，これらの
阻害要因が解決されるならば，やはり終末期は
在宅で過ごしたいと考える高齢者は多いと考え
られ，終末期における適切な医療・介護サービ
スの提供により家族の介護負担が減少し，さら
に高齢者が安心して終末期を在宅で過ごせるよ
うに支援していくことが課題であるといえる。
療養型病床に勤務する医師を対象に終末期高
齢者の医療に関して調査した報告では，「延命
治療をする」とした回答は22.2％であったのに
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対して，「家族にお話しして積極的な治療はし
ない」との意見が77.8％に認められた10)。終末
期医療における治療の選択は患者の自己決定が
望まれるが，医療者と患者・家族の合意を目指
すコミュニケーションが重要であるといえる11)。
また，人工呼吸器，人工栄養では２群間で有意
な差を認め，離島高齢者に「希望しない」とす
る回答が多くみられ，終末期は在宅で過ごした
いとする希望や，治療によっては本土の医療施
設に入院しなければならない離島特有の状況な
どが関係していると推測された。人工栄養につ
いて高齢患者を対象に実態調査を行った報告で
は，経口摂取が困難となり人工栄養の適応につ
いて検討された95例のうち，人工栄養非選択症
例は32例（34％）であったとされている12)。
事前指示については，代理人指定の離島高齢

者における支持が高く，その理由として島嶼
しょ

地
域においては同居家族・同居外家族を問わず社
会との結びつきが強いこと13)，また働き盛りの
世代が職を求めて島を出て行き，一人暮らしの
高齢者が多いことなどが考えられた。高齢者の
終末期ケアに関する講演を聴講した中・高年者
を対象に行った調査では，事前の意思表示につ
いて「希望を書面に残し，そのとおりに治療を
してほしい」10.1％，「希望を示した書面を参
考にして，治療方針について話し合って欲し
い」26.7％，「治療に対する希望を伝えておけ
ば，書面に残す必要はない」15.2％，「そのと
きの状況に応じて治療方針を決めてくれればよ
い」37.3％と支持率がやや低い結果となってい
た14)。このことは調査に先立って行われた講演
において，事前の意思表示の現状と問題点につ
いて，必ずしも家族や医師がその意思に従うわ
けではないこと，希望は死期が迫るにつれ変化
し得ることなどの説明があったためと思われる。
このように，事前指示は患者の意思を尊重する
点では重要であるが，適切な作成についてなど
検討すべき点が指摘されている11)。2007年５月
に終末期医療の決定プロセスに関するガイドラ
インにより2)，患者本人による決定を基本とす
ることが最も重要な原則であることが示され，
患者の意思が確認できない場合も患者にとって

最善の治療方針を家族・医療チーム，さらに複
数専門家による検討・助言により，個々のケー
スに対応していく必要があると考えられる。
本研究の限界として，対照地域としての都市
部が同一県内における比較ではないこと，また，
両地域における調査時期が異なることが挙げら
れ，患者や家族の意向に沿ったケアへ向けて，
終末期医療の決定プロセスに関するガイドライ
ンの周知・遵守が図られるよう，さらに追加調
査が必要と考えられる。
離島高齢者における終末期ケアの意向につい
ては，都市部高齢者と異なる傾向が認められ，
終末期の療養場所の希望として離島高齢者では
在宅を選ぶものが多い反面，ホスピス・緩和ケ
アについては十分に知られていないことが推測
された。また，リビング・ウイルについての認
知度は低かったが，事前指示については賛同が
高かった。離島医療については を活用した
離島医療支援や離島・へき地支援センター，へ
き地医療学講座の設置など新たな取り組みがな
されている15)。以上のことから，離島高齢者の
終末期ケアについても緩和ケアに関する情報提
供や，患者・家族との話し合いにより高齢者の
意思を尊重した医療の提供が望まれる。
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